
Title 白井康裕著, 『野菜産地の管理手法 : 定量分析による実証』, 農林統計出版株式会社, 2012年, 137頁

Author(s) 笹木, 潤

Citation フロンティア農業経済研究, 17(1), 62-65

Issue Date 2013-04-01

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/65990

Type other

File Information 17-1-10_sasaki.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



白井 康裕 著

『野菜産地の管理手法 一 定 屈 分 析 に よ る 実 証

ー』

濃林統計出版株式会社、 2012年、 137頁）

東京農業大学生物産業学部 笹木 潤

I 概要
本害は、 著者が2009 年に提出した学位請求論

文 「発展段階を踏まえた野菜産地の管理手法に関

する研究」 に加箪 • 修正を加えたものである。 農
業経営研究者等による 「研究成果のユーザー とし
て股業経営者を支援する指導機関を念頭に置き、

個々 の経営が組織した生産部会を対象にした野菜
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産地の管理手法を目指している (p.i)」 。 農業の現

場における現実的要請に応えるぺく 「管理の科学」

の構築を目 指した研究成果をとりまとめたもので

ある。

II 構成と内容
本書·は、 目的と方法が述ぺ られた序章か ら は じ

まり、 実証分析の成果が示された 第 1 章か ら 第 5

章、 本店の要約と結論が示された 第 6 章、 そし

て 2 つの補論で構成されている。

以下、 章 ごとに内容を要約していく。

序章 「目的と方法」 では、 研究背景が述ぺ られ
た後、 研究対象と 目的が提示されて いる。

本魯では、 「農業経営研究における経営管理の

課題は、 個別経営か ら地域農業までと広がりを有

している(p.3) 」 と い う背景から 、 従来か ら 産 地

の生き残りをかけた市場対応を要請され、 生産 ・

販売に個別経営が自主的 ・ 機能的に組織してあ

たっ てきた野菜生産に箔目 、 産地を構成する経営

が組織した野菜の生産部会を対象に野菜産地の管

理手法の確立を目的としている。

目的を達成するための具体的な方法は、 ①対象

野菜産地の発展段階を、 作付されている野菜がメ

イ ン ク ロ ッ ブとして定培する前の 「試作 ・ 普及段

階」 またはメ イ ン ク ロ ッ プとして定着した 「主産

地段階」 と位置付け、 ②カ ウ ンセ リ ング ・ コ ンサ

ルテー シ ョ ン （当事者の自律性を重ん じた指導手

法） を参考に、 産地で生じている問題を個別経営

レペルまで踏み込んで特定し目標の実現に向けた

道筋を提案する、 としている。

第 1 章 「野菜産地の発展段階と経営間格差の

要因 ー 格差を認識させるための指標の活用 （面積

当たり販売額の変動係数）一」 は、 ①産地内の作付

戸数率と 1 戸当たりの作付面積比率によって産

地の発展段階を位置づけ、 ②10 a 当たり販売額を

用いた順位相関係 数 と 変動係数から産地内で生じ

ている個別経営の生産性格差の要因が異なる こ

と ③そのため指導機関による格差解消のための

支援内容が異なること、 を提示してい る。

第 2 章 「試作 ・ 普及段階における管理課題と

管理手法ー 数伍化理論の活用による意思決定の支

援ー」 では、 ①「試作 ・ 普及段階」 産地にお いて基

本技術の励行が生産性に影態を及ぽすことを数量

化 I 類による 分析結果で示し、 ②基本技術の周知

と励行を促す支援として、 個別経営が目標とする

経済的指標を損益分岐点分析により冥出し個別経

営に情報提供できること、 を提示している。

なお本章の後に、 補論 l 「数盤化理論の活用に

つ い て」 として、 本むで取り組んだ数罰化 I 類の

分析につ いて、 具体的にデータと 分析結果を示し

て紹介している。

第 3 章 「主産地を目指す段階における管理課

題 と管理手法一線形計画法の活用による意思決定

の支援ー」 では、①対象野菜産地の現状 （作付面

積や年度別収穫 ・ 出荷状況） か ら 、 産地の問題を

特定し、 「試作 ・ 普及段階J か ら 「主産地」 を 目

指す段階と位置付け、 ②具体的な支援方法を明ら

かにするために、 線形計画法により野菜部門での

「目標所得を確保するために必要な諸条件(p.6 4)」

を算出し、 農業経営者が規範的な成長経路をイ

メ ー ジできる桁報提供が可能であることを示して
い る。

第 4 章 「野菜産地の育成場面にお ける管理手

法ー 数位化理論と線形計画法の併用による意思決

定の支援ー」 では、①産地内生 じ て い る課題を、

10a 当たりの販売額を用いた変動係数により特定

化し、 ②実態調査から得たデータを数位化 ITI 類と

ク ラスター 分析によって、 産地内における生産管

理の実施状況と販売額の関係を明 ら かにしてい

る。 ③さらに、 線形計画法を援用して個別経営お

よ び産地の経営目標を提示でき る こ とを確認、 ④
最後に投資限界額を検討し、 経営の成熟度の違い

により支援の内容が異なる こ とを示している。

第 5 章 「主産地段階における販売管理の課題
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と管理手法一 生産費の計測による意思決定の支援

ー」 では、 特別栽培農産物の生産を推進して いる

「主産地段階」 産地を対象に、 ①実態調査によって

産地に生 じ て い る 問題を特定 ②他産地との比較

を通して、 産地の戦略および取り 組む課題を明確

にできること、 生産費を計測することで具体的な

産地の目標実現の道筋を定める 際に役立つこと、

を指摘している。

なお、 本章の後に、 補論 2 「物流 ABC 分析の

活用について」 で、 第 4 f,'l: の事例を用 いて、 集

出荷コス トの削減方策を物流 ABC 分析によ っ て

検討している。

最終章の 第 6 :(i 「発展段階を踏まえた野菜産

地の管理手法」 は、 各章を要約した上で、 本書の

目 的 「農業経営者を支援する指尊機関を対象にし

た野菜産地の管理手法の確立」 を達成する結論が

3 点に整理され示されてい る。

結論の要点は、 ①は じめに指導機関は産地内で

生 じ て い る 格差の程度を把握し、 個別経営者に産

地内で生じている問題を認識させ、 問題を解決す

るための改善行動への誘引と意思統一を図る必要

があること。 ②しかし、 問題の発生要因は、 産地

の発展段階に よ っ て異なるため、 問題解決に向け

た指消機関の支援内容は産地の状況に即して変え

ることが求められる こ と。 ③なお 、 産地で生じて

い る 問題やその発生要因は、 本書で検討した既存

の手法を用 い る ことで明らかになる 、 と いうもの

である。

皿 コメント
本聾は 「既存の （定量的分析） 手法を応用する

ことで、 （野菜）産地で生じている 問題を鮮明にし、

改善に向けた （産地および個別経営の） 具体的な

道筋と目標を提案でき る ことを確認(p.123、 た

だし （括弧）は評者加筆）」 したものである。

以下、 一読者として感じたことを コ メ ン トする 。

まず、 本書の課題設定についてである。 著者は、

農業経営の研究成果は 「一体 ？ 何が生産現場に役

立つのか （まえがき）」 と技術系の研究仲問から

言われたことがある、 とのことである 。 私も含め

経営 ・ 経済を研究する者は一度や二度はそのよう

な経験があるのではないだろうか。 その度に、 も

う少し深く 考えて発言して欲しいよ 、 という気持

ちにな る こ ともあるが、 経営経済の研究成果が、

現場にどのように活かされて いるのか 「見えにく

い」 のだろうと認識する ことにしてい る。 現実問

題として 「農業経営研究の研究成果が活用される

べき普及指甜や営農指導の場面では、 その産地 ・

経営が抱える問題に即した指導に関する理論と こ

れを可能にする手法の確立 （序章、 pp.2-3)」 が

必要であ り 、 さらにその成果を 「見える化」 して

現場に還元していくことは、 農業をめ ぐる国内外

の社会情勢が目 ま ぐ る し く 変化する近年 、 ますま

す研究者に要求される ことが多くなるだろう。 「研

究成果のユーザーとして農業経営者を支援する指

導機関を想定し、 （中略） 、 生産者が組織した生産

部会を対象にした野菜産地の管理手法の確立を目

指す （序章、 p.9)」 と いう課題設定は、 時節を得
・

たものと評価でき る。

また生産現場で指導するとき、 隣の農家でうま

く いっ た方法をそのままハ イ ど う ぞ、 というわけ

にはいかない ことも多いだろう。 営股指萄で 「科

学」 の視点は重要である。

単位面積当たりの販売額を用いた変動係数、 明

渠の有無や除草剤の使用とい っ たアンケー ト調査

から得たデータを用いた数量化分析など、 比較的

容易に集め る ことが可能なデータとある一定の知

識と経験を稜んだ者であれば取 り扱う ことのでき

る比較的敷居の低い定量分析手法によっ て本書の

目標を達成できることを示した点も評価できる。

しかし、 定最分析については、 モデルの説明等

もう少し丁寧な記述が必要だったのではないかと

思われる。 たとえば、 第 3 章の線形計画法の分

析では、 結果の解釈において、 事前に提示された
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経営モデル(pp,62-63, 表 3-2) では説明 さ れ て

いない作物競合について述ぺている こ とや分析に

使用 し た単体表 （初期値） は提示されているもの

の (p.65 表 3-3) 、 数値データの出典 （根拠）が

示 されていないことが気になった。 紙面の制約と

い う 条件はあったかもしれないが、 使用するデー

タはも と よ り モデルの設定や解釈について十分な

情報が提供されれば、 本書を参考に分析する際に

大いに助かると思われる。

また野菜産地の発展段階の設定についても気に

なった。 本困冒頭で、 野菜産地を 「当該品目がメ

イ ンク ロ ッ プであるか否かにより 「試作 ・ 普及段

階」 お よ び 「主産地段階」 と 位 置 付 け(p,10)」

る と 記 述 し、 第 1 章では 「地域内の作付戸数率

と経営内の作付比率より (p.17)」 産地の発展段

階を分類 し ている。 し か し 、 第 2 章では、 第 1

章 と は異なり、 （販売額の変動係数も示されるこ

となく）経営間の収械に格差があることで分析対

象の野菜産地を「試作・普及段階」と設定している。

また 第 4 章では 「前年の価格状況に作付面積の

作付戸数が大きく 左右されており、 （分析対象の）

E 産地を 「試作 ・ 普及段階」 にある産地と して位

箇づけることができる(p,73)」 とある。 さらに

言えば、 第 3 章では「試作・普及段階」から 「主産地」

を目指す段階 (p.55) と新しい産地の発展段階が

提示されている。

実態に即して野菜産地を分類することは悩まし

い課題であることは想像できる。 産地は時間の経

過とともに 「試作 ・ 普及段階」 から 「主産地」 に

移行していくことや 「同一産地内といえども、 野

菜部門の成熟度が異なる経営が混在する (p,85)」

からである。 ただし、 本書の結論でも 「産地の発

展段階に即 して問題を特定 し 、 解決に向けた支援

の内容を変えていくことが求められる (p,122)」

と述べている よ う に、 「産地の発展段階」 は本書

の重要なキー ワードと考えられる。 産地の発展段

階の設定をも う 少 し う ま く 整理できれば、 本書で

導いた結論をより明確にわかりやすく示すことが

できるのではないかと感じた。

以上の様に、 本書を通読する上で少々読みにく

い箇所はあるものの、 データも比較的入手しやす

く 多 く の解説書もある分析手法を用いて、 野菜産

地の現状と課題を明らかにし、 産地の発展段階に

応 じて適切な支援の方向性を見出すことができる

こ と を提示 し た本書は、 これから野菜産地の実態

分析を行 う 者にとって大いに参考になると思われ
る。

ところで、 本書の分析結果は、 「経営者を前に

した栽培講習会の席で報告さ れ、 翌年以降の取り
組みに反映されている (p,44)」 、 「実際の E 産地

に対する支援では、 生産部会が主催する栽培講習

会の席で、 （中略）報告 （中略）、 農業経営者の自

発的な改善行動を促し ている(p.78)」 と、 既に

現場に還元されているよ う である。 本書で提案さ

れた手法によって産地が現 在 どのよ う な状況に

なっているのだろうか。 産地の現状を見てみたい

と興味を抱いた。
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